
１　事業の概要・取組

２　事業の目標指標（活動指標）

３　参考情報

４ 予算情報

財

源

一般財源

その他特定財源

市債

県支出金

国庫支出金 857,500 2,840,000 2,840,000

2,683,500

事務費 22,500 156,500 156,500

主
要
な
経
費

補助金 835,000 2,683,500

年  度 R５予算 R7予定

事 業 費 857,500 2,840,000 2,840,000

補正前 補正額 計

支給可となった世帯のうち、
給付金を支給した世帯の割合

％ 100 100

事 業 名 低所得者支援及び定額減税補足給付金給付事業

予 算 区 分 一般会計　民生費　社会福祉費　臨時特別給付金給付事業費

様式１（ソフト事業） 福祉部

■令和6年度5月補正政策予算説明資料

総合計画の体系 第７章　第５節　低所得者福祉の充実 実施計画番号 ―

担 当 課 名 臨時給付金室 開 始 年 度 令和5年度

概　　要

　低所得者支援及び定額減税を補足する給付として、令和６年度に新たに
住民税非課税又は住民税均等割のみ課税となる世帯、低所得の子育て世帯､
定額減税しきれないと見込まれる所得水準の方に対して給付金を支給する
もの｡

令和６年度の
主な取組

　令和６年度に新たに住民税非課税又は住民税均等割のみ課税となる世帯
に対して、１世帯あたり１０万円を支給する。また、給付金の支給を受け
た子育て世帯への加算として、１８歳以下の児童１人あたり５万円を支給
する。
　また、定額減税しきれないと見込まれる所得水準の方に対しての給付金
を支給する｡（調整給付）

指標説明 単位 R５(実績) R６ R７ 最終（R6年度）

（単位：千円）
R6予算

100

○給付対象者等
　基準日（令和６年６月３日）に、下関市の住民基本台帳に記録された世帯のうち

・令和６年度に新たに住民税非課税又は住民税均等割のみ課税となる世帯　４,６００世帯
・低所得の子育て世帯への加算　３００世帯（児童数４７０人）

　基準日（令和６年６月３日）に、下関市が住民税課税団体の方のうち
・定額減税を十分に受けられない方　４８,０００人

○支給方法等　公金受取口座にプッシュ型で支給（それ以外は確認書、申請書で受付）
○支給時期　令和６年７月下旬以降、順次支給　


